
令和５年度重点事業について 資料２
令和５年度当初予算の概要
【総　額】 ①17,389,458千円（障害者福祉推進課） 政策経費の推移 ・令和 ２年度　２,３２６,１７６千円（２課合計）

②45,496,906千円（障害福祉事業課） （人件費、社会保障費 ・令和 ３年度　２,４６４,７００千円（２課合計） 委員意見（○年度）

合計62,886,364千円（前年度当初比 2,382,768千円　1.0％増） （義務的経費）を除いた額） ・令和 ４年度　５,２４５,０１８千円（２課合計） →　令和○年度当初予算事業に対する委員意見

うち社会保障費 ・令和 ５年度　２,３９９,０３３千円（２課合計）

①16,080,934千円（障害者福祉推進課）

②44,164,227千円（障害福祉事業課） 1,091,244千円（障害者福祉推進課）

合計60,245,161千円（前年度当初比5,222,808千円　1.1％増） 1,307,789千円（障害福祉事業課）

主要施策 取組の方向性（七次） 数値目標（七次） 事業名等 事業概要 令和３年度決算額（千円） 令和４年度当初予算額（千円） 令和５年度当初予算額（千円） ※委員意見（４年度） ※委員意見（５年度） ※委員意見（６年度） 説明

1入所施設等か
ら地域生活へ
の移行の推進

１－（１）－①
１－（２）－①

１-１グループホーム等の定員

社会福祉施設等施設整備費補
助金

障害者グループホーム（住まいの場）や生活介
護・就労継続支援Ｂ型事業所等（日中活動の場）
を整備しようとする者に対して、整備に要する費用
の一部を補助する。対象事業：創設・大規模改修
等 （翌年度繰越

283,384）
572,000 576,000

入所施設の施設整備に
ついて検討してほしい。
（専門）

グループホームの消防設
備について県単補助を
検討してほしい。（専門）

1入所施設等か
ら地域生活へ
の移行の推進

１－（１）－① １-１グループホーム等の定員

障害者グループホーム運営費
補助

グループホームの運営の安定及び人材の確保に
資するため、グループホームに対して運営費の補
助を実施する。 222,122 246,000 254,000

1入所施設等か
ら地域生活へ
の移行の推進

１－（１）－① １-１グループホーム等の定員

障害者グループホーム等支援
事業（支援ワーカー）

グループホーム等のバックアップ体制の強化を図
るため、「障害者グループホーム等支援ワーカー」
を配置し、新規開設支援や事業者に対する運営
相談支援などのほか、地域におけるグループホー
ム等の支援体制の整備を行う。
　

60,041 60,290 60,290

グループホームが増えて
いく現状で、支援ワー
カーが足りていないので
はないか。
（本部会）

1入所施設等か
ら地域生活へ
の移行の推進

１－（１）－③ １-１グループホーム等の定員

障害者グループホーム等支援
事業（家賃補助、職員研修）

グループホーム等の質の充実と利用者の生活を
支援するため、利用者への家賃補助（原則国１万
円に加え県単２万円上限）及びサービス管理責任
者や世話人など従事職員研修を実施する。

252,492 278,000 334,000

1入所施設等か
ら地域生活へ
の移行の推進

１－（６）－①

袖ケ浦福祉センター管理運営
事業

県立施設である袖ケ浦福祉センター更生園及び
養育園について、指定管理者制度により平成３０
年度から令和４年度までの施設の管理運営を行
う。

560,161 486,453
25,932

（維持管理）

令和４年度末で施設が廃
止されるが、指定管理料
を節約するのではなく、
新たな施策に生かしてほ
しい。
（専門）

R5年度より、土地・建物
の維持管理は県が行う。

1入所施設等か
ら地域生活へ
の移行の推進

１－（６）－②

袖ケ浦福祉センター利用者受
入等支援事業

袖ケ浦福祉センターについては、利用者全員の
移行を行った上で、令和４年度末までにセンター
を廃止する県の方針を令和２年８月に発表し、本
人及び保護者の意向を踏まえ、受入環境の整備
を図りながら移行を進めてきた。その結果、昨年
（令和４年）中に全ての利用者の移行が完了した
ことから、本年3月末にセンターを廃止する予定で
ある。利用者のうち、強度行動障害区分の方に対
する支援員の追加配置については、本人の状況
の判定を継続的（３年毎）に行い、必要額を本事
業で継続して補助を行う。

47,455
（翌年度繰越

87,790）
142,346 72,479

・R4年度実施概要
①グループホーム等整
備補助
②支援員等の配置補助
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主要施策 取組の方向性（七次） 数値目標（七次） 事業名等 事業概要 令和３年度決算額（千円） 令和４年度当初予算額（千円） 令和５年度当初予算額（千円） ※委員意見（４年度） ※委員意見（５年度） ※委員意見（６年度） 説明

1入所施設等か
ら地域生活へ
の移行の推進

１－（６）－②

千葉リハビリテーションセンター
再整備事業

開設から40年余りが経過し、施設・設備が老朽化
しているほか、居室や訓練室等のスペースが不足
している千葉リハビリテーションセンターの再整備
について、令和５年度から建築工事に着手するた
め、継続費を設定する。

266,797 598,854

27,600
[R5→R9継続費

14,486,000]
[R5→R8債務負

担行為 110,000]

高次脳機能障害に伴う障害
特性に対応できるような設備
を整えてほしい（本部会）

・R4年度実施概要
①実施設計の完成
②開院運用調整支援等
業務の実施
③建築基準法に基づく
計画通知の提出　等
・R5年度実施概要
①建築工事（第１期）
②家屋事前調査
③開院運用調整支援業
務委託 等

1入所施設等か
ら地域生活へ
の移行の推進

１－（６）－①

重度の強度行動障害のある方
への支援体制整備事業

現在、在宅等で生活している重度の強度行動障
害のある方が、県が設置する「暮らしの場支援会
議」の判定を受け、障害特性に応じた暮らしの場
に入所（居）できるよう、受け入れる民間施設への
施設整備や支援員の追加配置に対し、補助を行
う。 15,637 96,291 124,895

７障害のある人
一人ひとりに着
目した支援の
充実

１－（４）－① １－１０「強度行動障害のある方
の支援者に対する研修事業」受
講者数

強度行動障害のある方の支援
者に対する研修事業

強度行動障害のある方への支援を適切に実施す
るため、民間施設の支援員等を対象に、強度行
動障害についての理解を深め、支援の専門性を
高めるための研修を実施する。

6,224 6,224 6,865

７障害のある人
一人ひとりに着
目した支援の
充実

１－（４）－①

強度行動障害者等県単加算事
業

地域において居宅あるいは通所サービスでの支
援が困難な強度行動障害者（児）を受け入れ支援
する民間の入所施設に対して加算を行うことで、
強度行動障害者（児）への支援の向上及び受け
皿の拡充を図る。
　

47,186 48,000 56,000

通所施設に対する県単
加算も考えてほしい。
（専門）

７障害のある人
一人ひとりに着
目した支援の
充実

７－（１）－①

発達障害者支援センター運営
事業
及び発達障害者支援体制整備
事業　【主要施策５　再掲】

発達障害のある人が可能な限り身近な地域で必
要な支援が受けられるよう、千葉県発達障害者支
援センター（ＣＡＳ）を拠点として、市町村・事業所
等への適切な助言等のバックアップや専門性の
高い人材の養成を目的とした研修等を行う。
また、発達障害者地域支援マネジャーをＣＡＳに
配置し、市町村の発達支援体制整備や事業所等
への個別支援、医療機関との連携等、地域支援
機能の強化を図る。

49,624 63,000 65,900

７障害のある人
一人ひとりに着
目した支援の
充実

７－（１）－③

高次脳機能障害支援普及事業

高次脳機能障害のある人に対する支援体制を確
立することを目的として、専門的な相談支援、関係
機関との支援ネットワークの充実、高次脳機能障
害に関する普及啓発、支援手法等に関する研修
を行う。 22,000 22,000 22,000

７障害のある人
一人ひとりに着
目した支援の
充実

７－（２）－①

重症心身障害短期入所特別支
援事業

在宅で生活する重症心身障害者（児）の保護者等
の負担を軽減するため、基準上配置が求められて
いない看護師の配置等を行った福祉型短期入所
事業所に加算を行うことで、重症心身障害者（児）
の受け皿の拡充を図る。

3,748 3,300 4,000

７障害のある人
一人ひとりに着
目した支援の
充実

７－（３）－①

重度心身障害者（児）医療給付
改善事業

重度心身障害者（児）の医療費負担の軽減を図る
ため、各医療保険による医療給付の自己負担額
を助成する市町村の事業に対し、補助金を交付
する。

3,717,568 4,500,000 4,500,000

令和2年8月から精神障
害者保健福祉手帳１級
所持者を新たに対象とし
た。

７障害のある人
一人ひとりに着
目した支援の
充実

７－（４）－①

ひきこもり地域支援センター事
業

ひきこもり本人及び家族等からの相談に応じ、相
談内容により関係機関（医療、保健、福祉、教育、
労働等）につなげるとともに、希望により面接・アウ
トリーチ（訪問支援）を行う。

6,417 7,447 7,468

市町村の支援方法を検
討する必要があるのでは
ないか。
（本部会）
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主要施策 取組の方向性（七次） 数値目標（七次） 事業名等 事業概要 令和３年度決算額（千円） 令和４年度当初予算額（千円） 令和５年度当初予算額（千円） ※委員意見（４年度） ※委員意見（５年度） ※委員意見（６年度） 説明

８様々な視点か
ら取り組むべき
事項

８－（１）－①、⑥

人材の確保・定着

障害のある人のニーズ、障害特性に応じたサービ
ス提供体制を整えるため、福祉・介護人材の確保
や育成、定着対策を検討・推進する。
また、福祉・介護職員の処遇改善加算の拡充に
適切に対応するとともに、引き続き国に対して、障
害福祉サービス事業所等の経営安定化や福祉・
介護ニーズの拡大に対応できる人材の安定確保
ができるよう、人員配置基準や報酬額について必
要な改善と適切な財源措置を要望する。

－ － －

人材確保については、外
国人雇用も含めて検討
すべきではないか（専門）

（健康福祉指導課）
①「福祉・介護人材確保
対策」
→多様な人材（若年層、
高齢者、外国人等）の就
業促進やキャリアアップ
支援、働きやすい職場環
境の整備など総合的な
取組を実施
R5当初 373,592千円
②「修学資金等の貸付に
よる介護職員等の確保対
策」
→県社協実施貸付事業
R5当初　90,657千円
③福祉人材センター運
営事業
→福祉人材養成と潜在
福祉人材就労促進、福
祉人材バンク事業等
R5当初　57,156千円

８様々な視点か
ら取り組むべき
事項

８－（３）－④

更生医療等給付費負担金

市町村が、一般では既に治癒したと考えられる障
害に対しその障害の程度を軽くするために更生医
療を給付した場合、その更生医療給付費を負担
する。 1,948,784 1,986,000 2,004,000

８様々な視点か
ら取り組むべき
事項

８－（３）－④

自立支援医療（精神通院医療）
費

障害者総合支援法第５８条に規定する自立支援
医療（精神通院医療）に要する費用を負担するも
の（扶助費）。なお、保険が優先適用され、残余の
費用について公費で負担することとなっている。 8,466,327 8,229,000 8,833,000

８様々な視点か
ら取り組むべき
事項

８－（３）－⑮

依存症対策総合支援事業

アルコール、薬物、ギャンブル等の依存症者及び
その家族に対して包括的に支援するため、関係
機関との連携会議の実施、依存症専門相談支
援、支援者の研修、依存症者に対する治療・回復
プログラム等を実施する。

3,555 4,410 4,824

８様々な視点か
ら取り組むべき
事項

８－（４）－①

障害者スポーツ団体等支援事
業

障害者スポーツ競技団体やレクリエーション団体
の活動を支援することにより、東京パラリンピックに
向けて活性化した競技団体の活動をレガシーとす
ることで、障害者スポーツの振興を図る。

13,492 18,600 18,600

８様々な視点か
ら取り組むべき
事項

８－（４）－③

千葉県障害者スポーツ・レクリ
エーションセンター事業

障害のある人のスポーツ・文化活動の中心施設と
して千葉県障害者スポーツ・レクリエーションセン
ターを運営するとともに、センター体育室の空調
設備整備に着手する。
現在、センターに老朽化等の課題があることから、
今後のセンターのあり方について検討する。

22,757 27,437 32,301

８様々な視点か
ら取り組むべき
事項

８－（４）－④、⑤、⑧

パラスポーツ振興事業

障害者スポーツの理解促進を図るとともに、障害
のある人が県内の全ての地域でスポーツに親しめ
る環境の充実を図る。

11,604 34,000 37,600

８様々な視点か
ら取り組むべき
事項

８－（４）－⑨

障害者芸術文化活動支援事業

障害者や障害福祉サービス事業所等の芸術文化
活動を支援する「障害者芸術文化活動支援セン
ター」を設置し、地域における障害者の自立と社
会参加の促進を図る。

7,017 7,031 7,553

８様々な視点か
ら取り組むべき
事項

８－（６）－⑥

災害派遣精神医療チーム
（DPAT）の体制整備

災害時における、被災地域の精神保健医療機能
の一時低下や災害ストレス等による新たな精神的
問題の発生に対して、専門性の高い精神医療の
提供と精神保健活動の支援を行う災害派遣精神
医療チーム（DPAT）を養成するため、研修や訓練
を実施し、体制を整備する。

580 3,158 3,401
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主要施策 取組の方向性（七次） 数値目標（七次） 事業名等 事業概要 令和３年度決算額（千円） 令和４年度当初予算額（千円） 令和５年度当初予算額（千円） ※委員意見（４年度） ※委員意見（５年度） ※委員意見（６年度） 説明

８様々な視点か
ら取り組むべき
事項

８－（７）－①

ヘルプマーク普及・啓発事業

内部障害者や難病の方、または妊娠初期の方な
ど、外見では不自由や障害に気付かれにくい
方々が、困っているときに身につける「ヘルプカー
ド」、ストラップ型の「ヘルプマーク」を継続して作
成するとともに広く周知するため、「チラシ」「ポス
ター」「ステッカー」を作成する。

3,146 4,100 4,100

ヘルプマーク以外にもオスト
メイトマークなど認知度が低
いマークもあるため、より効果
的な啓発活動をお願いした
い（本部会）
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